
Ⅴ 目標の実現に向けて

千葉県は、豊かで多様な自然に恵まれており、私たちは、この豊かな自然環境を次世

代にしっかりと引き継いでいかなければなりません。

県民や事業者、行政など、それぞれの主体が求められる役割を積極的に果たすととも

に、相互に連携した「オール千葉」の体制で計画における各分野の取組を着実に推進す

ることにより、『恵み豊かで持続可能な千葉』の実現を目指してまいります。

計画の本文は、千葉県環境政策課のホームページ

https://www.pref.chiba.lg.jp/kansei/index.html

に掲載していますので、御参照ください。

※『ちば文化資産』

「次世代に残したいと思う『ちば文化資産』」は、平成30年に、県民参加により選定された「多様で豊か

なちば文化の魅力を特徴づける」もので、111件が選ばれています。

屏風ケ浦とジオパーク

（『ちば文化資産※』）

九十九谷展望公園

（『ちば文化資産※』）
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建設汚泥等

（産業廃棄物）

産業廃棄物の

中間処理施設

【建設工事現場】

土地造成用資材と

して埋立てに利用

最終処分場で埋立処分

再生土の埋立て等の流れ

廃棄物

再生土

廃棄物

１　はじめに

近年、建設汚泥等の産業廃棄物をリサイクルして土地造成用の資材とした再生土によ

る埋立てが広く行われています。再生土は、適正に利用する限り安全で有用な資材です

が、埋立現場の一部では、不適正な施工方法による盛土の崩落の発生や、周辺の農作物

への悪影響が見られる事例が生じています。

このため、県では「再生土等の埋立て等に係る行政指導指針」（以下「指針」という。）

を策定し、事業者に適正な埋立てを指導してきましたが、罰則をもってその遵守を強制

するものではないことから、指針に基づく指導には限界がありました。

そこで県では、県民の安全・安心を確保するためにはより実効性のある仕組みが必要

であると考え「千葉県再生土の埋立て等の適正化に関する条例」（以下「再生土条例」と

いう。）を平成 30 年 10 月に制定し、平成 31 年 4 月 1 日に施行しました。

再生土の埋立て等の適正化に向けた取組

建設汚泥のイメージ 再生土のイメージ
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２　条例制定の主な背景

（１）本県における再生土埋立ての状況

県では、平成 27 年 9 月から全県を対象に再生土を利用した埋立ての実態調査を実施

しており、平成 31 年 3 月末現在で 203 件の埋立てを確認しています。埋立て目的とし

ては、太陽光パネル設置、資材・車両置場の造成などが多く、法人事業用地や宅地開発

などにも利用されています。

地域振興事務所別の再生土の埋立て件数

地域 葛南 東葛 印旛 香取 海匝 山武 長生 夷隅 安房 君津

件数 0 1 22 57 11 7 17 4 3 11

地域 千葉 市原

件数 18 52

※千葉、市原地域については廃棄物指導課が所管しています。

（２）再生土の埋立てに係る問題

ア　崩落等の発生

急勾配の埋立てによる盛土の崩落や流出が発生して、県民の生命・財産への影響が危

惧される事例がありました。

イ　アルカリや塩化物による環境影響

再生土には、高いｐＨ値を示すものや高濃度の塩化物を含むものがあり、再生土の埋

立現場の一部では、農作物に影響を与えるおそれのある溶出水が、雨水により周辺に流

出している事例がありました。

盛土が崩落した事例 農作物への影響例
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ウ　実態把握の困難性

再生土は、廃棄物をリサイクルした資材であるため、適正に利用される限りにおいて

は、廃棄物処理法及び県残土条例の規制対象となっていません。そのため、実態把握に

は限界がありました。

エ　「再生土の埋立て」と称した廃棄物等の不適正処理

実態把握に限界があることなどから、「再生土の埋立て」と称した、廃棄物などの不適

正処理事例もありました。

（３）これまでの県の対策と限界

県では、平成 28 年 9 月に指針を策定し、再生土の埋立ての実態把握に努めるととも

に、適正な方法による埋立てを指導してきましたが、指針は罰則をもってその遵守を強

制するものではないことから実効性の確保手段がありませんでした。

また、任意の行政指導では事業者から協力を得られないことが多く、適時に情報を把

握し、十分な指導を行うことができないという限界がありました。

そこで、再生土条例を制定して、再生土の埋立て等を行う者に届出義務を課すととも

に、崩落等防止措置や環境影響防止措置を義務付けました。

廃棄物の混入例 不適正な埋立て例
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３　条例の内容

（１）目的

県民の生活の安全の確保を図るとともに、地域の生活環境の保全に資することを目的

とします。

（２）規制対象

再生土を、産業廃棄物の処理により生じた物であって、土砂と同様の形状を有するも

のと定義し、再生土の埋立て等（土地の埋立て、盛土その他土地の堆積を行う行為）を

規制対象としています。

（３）再生土の埋立て等を行う者の義務

ア　崩落などの防止措置

盛土の崩落や流出などを防止するための措置をとることを義務付けています。

イ　環境への影響の防止措置

埋立現場から流出する水に含まれる物質（アルカリ、塩化物）により、周辺環境に影

響が生じないようにするための措置をとることを義務付けています。

ウ　500㎡以上の埋立て（特定埋立て等）を行う者の義務

あらかじめ県に届出をすることや、台帳の作成、定期的な県への報告、埋立現場に標

識の掲示を行うことなどを義務付けています。

（４）条例の目的を達成するための措置

ア　措置命令など

崩落などの防止措置の義務に違反して再生土の埋立てが行われた場合や、崩落などの

災害の発生を防止するため緊急の必要があると認められる場合、また、埋立現場から流

出する水により周辺への生活環境の保全上の支障が生じている場合には、県は必要な措

置をとることなどを命令することができます。

イ　報告徴収・立入検査

県は、再生土の埋立てを行っている者などに埋立状況の報告を求めることや、埋立現

場などに立ち入って、検査や質問をすることができます。

ウ　罰則

命令に違反した者には、1 年以下の懲役・100 万円以下の罰金が、無届埋立てなどの

違反者には、30 万円以下の罰金が科せられます。
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再生土条例の概念

４　条例施行後の取組

県では、再生土の埋立て開始前においては、事前相談、現地確認などを通じ、また、埋

立て開始後は定期的に現場立入りを行うことなどにより、再生土条例に基づいた適正な

埋立てを指導しています。

併せて再生土による無届の埋立てや廃棄物の不適正処理が疑われる現場については、

重点的に必要な監督、指導を行います。また、再生土の埋立て現場で廃棄物処理法等の

違反が認められた場合については、当該法令に基づき厳格に対応していきます。

立入りの様子① 立入りの様子②

崩落、飛散、流出の
防止に関する措置

崩落、飛散、流出の
防止に関する措置


